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□　NEAヘッドライン　□

　◎　ロシア極東情報
　◎　中国東北情報
　◎　モンゴル情報
　◎　対岸ビジネス情報

□　エリナ・レター　□

□　ERINAインフォメーション　□
　◎　職員を募集しています（応募期間　2017年11月13日〜12月28日）。
　◎　招聘外国人研究員を募集しています。
　◎　新潟商工会議所主催「ロシア大消費市場開拓セミナー」【ERINA後援】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が開催されます。
　◎　『ERINA北東アジア研究叢書6』を発刊しました。
　◎　新潟県内高校・中学を対象に「ERINA出前授業」の申し込みを受付中です。　
　◎　英文学術誌『The Northeast Asian EconomFic Review』編集委員会では
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　投稿論文を募集しています。
　◎　『ERINA REPORT (PLUS)』編集委員会では投稿をお待ちしています。
　◎　ERINA 賛助会員・購読会員のご案内

----------------------------------------------------------------------------
　東方発展を図るロシアに対して、日本は8項目で、韓国は9本の架け橋で協力を進
めています。ロッテの対ロ進出協議のニュースもあり、韓国の対ロ協力が取り上げ
られるのは久しぶりな印象です。（編集長）
----------------------------------------------------------------------------
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　━━　ロシア極東情報　━━

　◇　極東開発相が韓国ロッテ幹部と会談　◇

　アレクサンドル・ガルシカ極東開発大臣は訪韓中、韓国ロッテの黄〓圭（ファン・
ガクキュ）社長と会談した。この会談にはアレクサンドル・クルチコフ極東開発次
官、極東投資誘致・貿易支援エージェンシーのレオニド・ペトゥホフ局長も同席し
た。
　黄氏は会談の冒頭で、ロッテはロシアと既に30年以上取り引きしており、その間、
複数のシンボリックなプロジェクトを成功させたと述べた。その中にはモスクワ、
サンクトペテルブルク、サマラのホテル複合体があり、ロッテはさらにウラジオス
トクですでに営業中のホテルを買い取り、イルクーツクでもう一つホテルを開業す
る予定だ。同社の対ロシアビジネス投資総額は11億ドルになった。
　ガルシカ大臣は、ロシア極東が現在アジアの観光客の間で人気になりつつあるこ
とを話し、ウラジオストクのハイアットホテルの完成事業を検討するよう、ロッテ
の専門家に提案した。
　会談では、ロッテの他の活動方針（食品加工）についても協議された。黄氏によ
れば、現在カムチャツカにスケトウダラ加工工場を建設する可能性を探っていると
いう。「我々はロシア極東の外食業界も調査している。当社にはファストフード店
『ロッテリア』があり、まさに今、ウラジオストクでこのチェーン店を開業するチャ
ンスを探っている」と黄氏は述べた。（極東開発省HP 11月7日）

　〓：おうへん+玉

　◇　沿海地方の中ロ合弁トラック工場の当初生産台数は500台　◇

　企業グループSUMOTORIと中国の第一汽車（FAW）が合弁設立した製造企業
Yubo-Sumonori社（沿海地方アルチョーム市）は、2018年にFAWのトラック500台を
組み立てることにしている。SUMOTORIのビターリ・ベルケエフ社長がアンドレイ・
タラセンコ沿海地方知事代行の企業視察の際、こう報告した。
　「年内に生産・出荷を開始する予定だ。現在、部品は国境にある。当社は輸入部
品を使って自動車を組み立てている。来年にはトラック500台、2019年には2000台
を組み立てることにしている。ダンプカー（6×4、8×4）を生産する」というベル
ケエンコ社長の談話を沿海地方広報室が伝えている。
　タラセンコ知事代行は既存の生産施設を視察し、国内のみならず国外でも
Yubo-Sumotoriの製品を販売する必要性を強調した。「早急に貴社の自動車が売れ
て流通するように、欧州からではなく沿海地方から買ってもらえるように、連邦中
央とこの問題を徹底検討しなければならない。ここの自動車は性能が良く、採石場
や工事現場で重宝するだろう」と知事代行は述べた。
　既に報じられたように、合弁会社Yubo-Sumotoriは2016年12月、ウラジオストク
自由港入居契約を締結した。
　沿海地方国家プログラム「沿海地方経済の発展の技術革新」（2013〜2020年）の
枠内で、ビジネス展開と沿海地方の投資環境の改善に係る一連の方策が実行されて
いる。これを受けて、沿海地方ではビジネス支援専用メカニズムが構築され、投資
家活動のためのインフラが整備され、これらの施策には沿海地方投資エージェンシー
が積極的に関与し、沿海地方投資ポータルが機能している。
　さらに、国家プログラムの枠内で、沿海地方輸出促進センターが企業家をサポー
トしている。同センターは地場企業の国内外市場への進出をサポートし、外国のパー
トナーとのビジネス関係の構築に貢献している。（インターファクス11月14日）

　◇　韓国が「9本の架け橋」を提案　◇

　ロシア極東での投資プロジェクトを実行するという韓国のイニシアチブにロシア
が賛同していることを、メドベージェフ首相が韓国の文在寅大統領との会談で述べ
た。
　メドベージェフ首相は、いわゆる「9本の架け橋」イニシアチブは最重要分野で
の両国の協力を本格的に進展させうる、と考えている。首相は「我が国政府はこれ
らのアイデアを実現する用意がある。今はそれらに現実的な弾みをつけることが大
事だ」と力強く述べた。
　文在寅大統領は、「韓国は大統領付属北方経済協力委員会の主導するロシア極東
地域開発プロジェクトを全面的に支援するつもりだ。新しい対北朝鮮政策を実行す
るため、我々は全力を傾け、9分野での協力を大々的に進展させていく。これがい
わゆる『9本の架け橋』（造船、港湾インフラ整備、北極海航路など）だ」と明言
した。
　ロシア極東開発省は文在寅大統領の「9本の架け橋」イニシアチブを実現するた
めの具体的なプランをまとめた。9分野の協力の「ロードマップ」はソウルで、ガ
ルシカ極東開発大臣の訪韓時の韓国側との交渉で協議されてきた。
　「韓国大統領の提案はプーチン大統領の賛同も得た。我々はこれらの目標が現実
的な形となるよう、必要なことを全て行う方針だ。我々は具体的な『9本の架け橋』
実現プランをまとめた。今後5〜6カ月中に第一歩を踏み出すことができるだろう」
とガルシカ大臣は述べた。
　現在、ロシア極東における韓国企業の投資は大きくはなく、4億3400万ドル、全
民間投資の0.7％、外国投資の8.2％となっている。近くソウルに極東投資誘致貿易
支援エージェンシーの駐在事務所が開設される。さらに、ガルシカ大臣によれば、
ロシア極東で今年、「韓国投資デー」が初めて開催された。
（極東開発省HP 11月15日）

　◇　ロ極東での鉱業とダイヤモンド産業の協力について南アと協議　◇

　政府代表団の南アフリカ共和国公式訪問の枠内で、アレクサンドル・ガルシカ・
ロシア連邦極東開発大臣は南アの複数の大手企業関係者らと会談した。鉱業および
ダイヤモンド産業におけるロシア極東での協力、さらに航空機・機械製造、農業へ
の投資の可能性が協議された。
　ガルシカ大臣は南アの鉱物資源大臣と会談し、ユーリー・トルトネフ副首相兼極
東連邦管区大統領全権代表と共に、南アの大手鉱業会社の関係者との円卓会議に出
席した。会議の終わりに、ガルシカ大臣は南アの関係者を2018年9月6〜7日にウラ
ジオストクで開催予定の第4回東方経済フォーラムに招待した。
　トルトネフ副首相を団長とするロシア政府代表団はこれ以前に、アンゴラを訪問
している。アンゴラの国営「カトカ」におけるALROSAの権益を41％に拡大すること
に関する両社の契約締結が複数の公式会談の主要議題の一つとなった。さらに、エ
ネルギー分野、農業分野での協力に関する議題もアンゴラ指導部と協議された。
（極東開発省HP 11月15日）

　◇　沿海地方の食品加工業界がビジネスマッチングで日本企業に製品を紹介　◇

　日ロ食品フォーラムがウラジオストクで開かれた。これは日ロ関係関連で初の非
政府系の大型イベントとなった。そして第3回東方経済フォーラムでなされた合意
の確立でもある。
　フォーラム参加者らは両国の貿易・投資協力の拡大の見通しについて協議した。
「沿海地方では現在、30社余りの日本企業が活動している。しかし、農業、食品製
造の分野での沿海地方と日本の協力水準はまだ低く、現地のポテンシャルが十分生
かせていない」と沿海地方国際協力局のアレクセイ・スタリチコフ局長は述べた。
　このフォーラムの枠内で沿海地方のビジネスマッチングが開かれ、企業30社余り
が自社のプロジェクトや製品を、個別面談形式で日本企業の関係者に紹介した。例
えば、AKTIRMAN社は糖尿病患者用とダイエット用の製品を日本側に紹介した。もう
一つ、日本のイヨスイ（株）の関心を引いたプロジェクトが、牛の排泄物のリサイ
クルをベースにした魚の餌の製造だ。
　日本側はまず、ロシア市場への進出を期待している。第1回日ロ食品フォーラム
は、日本国農林水産省、沿海地方投資エージェンシー、極東連邦大学経済・経営学
部、サクラインターナショナル（株）の後援で、2017年11月15〜17日に開催された。
「我々は、このイベントから現実的な協力が始まることを期待している。それが日
本のパートナーにとっての好例になりうる」と沿海地方投資エージェンシーのボグ
ダン・ラグリン副局長は述べた。（沿海地方行政府HP 11月20日）

　◇　沿海地方の石油コンビナートの着工は12月　◇

　沿海地方パルチザンスク地区での石油化学コンビナート建設プロジェクトが国家
鑑定を通過したことを、アンドレイ・タラセンコ知事代行との会談で（株）東方石
油化学会社のビクトル・グレベニュコフ社長が伝えたことを、沿海地方政府広報室
が伝えている。
　総面積1300ヘクタールの石油化学コンビナート建設作業部会をアレクサンドル・
コステンコ第一副知事が主導するようにタラセンコ知事代行が指示した。コンビナー
ト建設の着工は1カ月後、12月20日だ。極東開発公社がインフラ施設の建設に資金
を提供する。送電線の整備だけで35億ルーブル余りが使われることになるだろう。
ナホトカの取水場の修繕や、コンビナートまでの長さ30キロ超の水道の敷設が計画
されている。
　コンビナートの設計上の年間生産力は、原油3000万トン。コンビナートはロシア
極東で高まる高品質のエンジン用燃料の需要を満たし、原料輸出から高付加価値製
品の製造へのシフトを可能にすることだろう。石油化学製品のポリマーは国内とア
ジアの市場に供給されることになる。同プロジェクトへの投資金額は8000億ルーブ
ルほどになるとみられている。（ロシースカヤ・ガゼータ11月20日）

　◇　生産者・加工業者・販売者評議会が沿海地方で設立される　◇

　生産者・加工業者・販売者の地域評議会が沿海地方で設立される。その会合を来
週にも開くよう、アンドレイ・タラセンコ沿海地方知事代行が20日の会議で指示し
た。
　沿海地方知事代行はかねて約束していた通り、どうやれば良質の地場産品を手頃
な価格で沿海地方住民に届けられるか共に協議するため、大型チェーン店、商店、
農業生産者を一堂に集めた。「我々は、それぞれが満足するように、そして農業が
発展して商店に品数が増え、価格が住民にとって手頃になるよう、最適な連携方式
を見つけなければならない」とタラセンコ知事代行は出席者に呼びかけた。
　タラセンコ知事代行は、沿海地方における農業の振興は自分の仕事の優先事項の
一つであり、そのためこの問題の解決を2つの予算で並行してやり始めたと力説し
た。「我々は、2つの予算を使って解決したいと思っている。対外的には既に、私
は連邦省庁と協議した。我々は農業者を支援するつもりだ。少なくとも私は産業商
務省と、この地で農機を組み立て、それを助成することで合意した。今後の課題は、
沿海地方における生産の拡大と地場産品の原価の引き下げだ。生産者は地元市場で
競争力を持たなくてはいけない。すべての住宅地の商店、大型チェーン店が農業者
と協力してほしい」と知事は力を込めた。
　双方から意見が述べられた。生産者は、販売店舗に届く過程で製品の値を高くし
てしまう割増金や、移入・輸入品との競合の保障、商品の配送の問題を解決する必
要性、一次産業の支援全体について発言した。チェーン店側は共通の販売条件、受
発注に応じた地場産品の量の拡大を主張した。（沿海地方政府HP 11月20日）

　━━　中国東北情報　━━
　
　◇　中ロ原油パイプライン第2ルート工事全線貫通　◇

　中国石油天然ガス集団公司によると11月12日、最後の接続溶接が終了し、全長
941.8キロメートルの中ロ原油パイプライン第2ルートの工事が全線貫通し、給油の
条件を満たした。
　2018年1月1日に中ロ原油パイプライン第2ルートは正式に稼働を開始する。東北
の原油輸送パイプラインによるロシア産石油の輸入能力は、現在の年間1500万トン
から3000万トンに増える。
　中ロ原油パイプライン第2ルートの工事は中国石油パイプライン公司により施工・
管理され、黒龍江省漠河県漠河オイルステーションを起点とし、黒龍江、内モンゴ
ル両省区を経て、黒龍江省大慶市林源オイルステーションを終点とし、2016年8月
に着工した。パイプライン公司は現場の施工状況に応じて科学的な管理方法を導入
し、寒冷地域における原油輸送パイプラインの建設に貴重な経験を積んだ。
（吉林日報11月13日）

　◇　長春空港、「1000万人級空港」入り　◇

　11月14日午前、CZ6155便が長春から上海に飛び立ち、長春龍嘉国際空港の1年の
旅客数が初めて1000万人を突破した。これは同空港が全国の大型で稼働率が高い空
港の仲間入りしたことを現し、全国で30番目の「1000万人級空港」となった。
　2012年から、同空港は毎年100万人の速度で記録を更新してきた。今年10月まで
で、旅客数と離陸着陸回数はそれぞれ前年同期比22.5％、17.7％増え、その成長は
東北地域の4大空港で第1位、2017年の年間旅客数は1155万人に達する見込みだ。
　「1000万人級」という新しいステップに踏み入れたことは、「1000万人級空港」
という新しい基準に全面的に向き合うことを意味する。吉林空港グループの銭礼欽
総経理は「現在、空港の第2期拡張改造工事が最終段階に入り、新しいターミナル
ビルが来年7月に完成して供用開始する。空港の旅客数は1600万人、貨物取扱量は
20万トンに達するだろう」と述べた。（吉林日報11月14日）

　◇　大連港中欧班列、スロバキアに到着　◇

　17日間の長時間輸送を経て、大連港−スロバキア中欧班列が現地時間11月13日午
前、無事に首都ブラチスラバに到着した。これはスロバキアに直通する中国初の中
欧班列であり、大連港発の列車が初めてEU加盟国に入ったことも意味する。
　スロバキアはヨーロッパで経済活動が最も活発な国の一つ。今回の班列は41TEU
の貨物を積み、金額ベースで300万ドルを超えた。主な貨物は、華東、華北、山東、
遼寧大連などで生産された電子製品、機械部品、軽工業製品だった。ドナウ川港駅
に到着した貨物は再配分され、ハンガリー、ドイツ、イタリア、スペインなどのヨー
ロッパ諸国に運ばれ、輸送時間は伝統的海上輸送と比べて半分に短縮された。
　大連港は「一帯一路」構想に組み込まれた東北地域における唯一の港で、この2
年間で6路線の選ばれた中欧班列を次々と開通し、日本、韓国、東南アジア、中国
沿海地域とヨーロッパをつなぐ安定的、効率的、競争力のある国際物流ルートを構
築した。（遼寧日報11月15日）

　◇　瀋陽投資・貿易マッチング会で280件成約　◇

　11月15日、瀋陽市政府と中国銀行遼寧省支店が共同で主催する「2017中国瀋陽投
資・貿易」マッチング会が瀋陽で開かれた。26カ国・地域から200社余りの海外企
業の代表者らが、瀋陽市、鞍山市、撫順市、本渓市、営口市、阜新市、遼陽市、鉄
嶺市などからの中国企業の責任者600名余りと面談した。当日、476件に及ぶ協力合
意があり、マッチングの成功率は51.26％、そのうち280件が署名された。
　会場では、英語、日本語、フランス語、ロシア語、イタリア語などが堪能な通訳
者190名余りが対応した。
　瀋陽市は現在188国家・地域との経済・貿易交流を実現し、「フォーチュン・グ
ローバル500」企業の76社が瀋陽で112のプロジェクトを投資・運営しており、過去
10年間で428億ドルの外資を誘致し、51カ国が72時間以内通過ビザ免除政策の恩恵
を受けている。今年に入ってから、瀋陽市は投資総額1億元以上のプロジェクトを
631件誘致した。市場主体が新たに13.8万社、前年同期比62.7％増え、登録資本金
は新たに1.56万億元、前年同期比697％増となった。（遼寧日報11月16日）

　◇　大連市、年末までに生活ゴミの分別義務づけ　◇

　今年末までに、大連市は公共機関と公共スペースで生活ゴミの強制分別を実施す
る。11月20日の大連市都市建設局からの情報によれば、大連市の党・政府機関、卸
売市場、駅や空港などの公共機関、公共スペースにおける生活ゴミを決められた日
時に分別して廃棄しなければならない。もし実行しなければ、都市管理総合法律執
行部門により関係法規に基づいて処罰される。
　大連市は今年、国の関係部署により生活ゴミ強制分別先行区に指定され、現在す
でに184の分別モデル地でゴミの分別を先行実施している。ゴミの分別は都市のゴ
ミ処理の大きな負担を軽減し、資源のリサイクルを促進することができるが、国内
で実行するには習慣の育成、分別設備の建設、収集システムの整備、資源化利用な
ど、多くの難題がある。大連市は公共機関、公共スペースにおける生活ゴミの強制
分別を実施することにより、ゴミ分別全体の推進速度を上げようとしている。
　中山区、西崗区、沙河口区、甘井子区、ハイテク区など中心都市部にある公共機
関と公共スペースの管理部門で生活ゴミの強制分別が実施される。その他の地域に
ついては、分別が義務づけられるが、ゴミ収集・運搬の方法はそれぞれに任される。
有害ゴミ、回収可能なゴミ、生ゴミ、その他のゴミの4区分により、管理部門は所
在地のゴミ収集方法に合わせて分別収集容器を設置するとともに、各地の環境衛生
部署の規定に従って分別処理しなければならない。（遼寧日報11月21日）

　━━　モンゴル情報　━━

　◇　モンゴルはPBC入り電気工作物の使用を廃止する方針　◇

　モンゴル国自然環境・観光省と国際連合工業開発機関（UNIDO）の関係者が8日、
共同プロジェクト「モンゴルにおけるポリ塩化ビフェニル（PCB）のクリーンな方
法での処理マネジメントの導入」の成果について協議した。
　この会合で、UNIDOのプロジェクトマネージャーは、モンゴルで2009年に始まっ
たプロジェクトが無事に終了したことを伝え、その成果を高く評価した。このプロ
ジェクトの実施枠内でPCBの使用規制の法制度が更新され、PCBを含有する有毒化学
物質のリストが作成され、調査研究室が設置され、発電産業に電気工作物を洗浄す
るためのイタリア製のクリーンな技術が導入された。
　政府系企業「国家送配電網」の関係者の話では、全国規模のプロジェクトの実施
期間中に、1000トン余りの有毒な産業廃棄物が処理され、電力業界、環境保護業界
の1200人余りのエンジニア、技術員がPCB処理マネジメントの講習を受けた。
　モンゴルは2004年に残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約に加盟し、
この種の有害物質廃止国家プログラムを承認した。その目的は、2020年までにPBC
入り電気工作物の使用を廃止することだ。（MONTSAME 11月9日）

　◇　ウランバートルとイルクーツクの間を新しい国際列車が走る　◇

　12月11日からウランバートル−ウラン・ウデ−イルクーツク間で国際急行列車
No.305/306が運行を開始する。
　列車の運行は週3回。列車は毎週月・火・土曜の現地時間15:22にウランバートル
を出発し、いずれも火・水・日曜の現地時間05:53にウラン・ウデ、現地時間14:37
にイルクーツクに到着する。専門家の暫定的な予想では、新しい列車の利用者数は
年間2万1500人になる。（MONTSAME 11月10日）

　◇　新国際空港の開業は2019年か　◇

　バトエルデネ道路・運輸開発大臣は9日、日本の三井の関係者や新ウランバート
ル空港建設プロジェクトの責任者と会談した。この会談で双方は、工事の進捗状況
と空港の開業期限について話し合い、投資、権益分配、新空港のマネジメントにも
触れた。
　バトエルデネ大臣は、空港の営業や約1000人の従業員の快適な労働条件の確保の
際、国際的な租税水準を超えないことが大事だと指摘した。同時に、大臣は、新ウ
ランバートル空港を2019年までに開業させることが重要だとも述べた。
　日本側はこの期限までに空港を開業させるよう努力する意向を表明した。
（MONTSAME 11月10日）

　◇　対中国石炭輸送問題は解決の見通し　◇

　ソミヤバザル鉱業・重工業大臣は15日の定例閣議で、タバントルゴイ炭鉱とオユ
トルゴイ鉱山の利用状況、石炭輸送とツァガンハドの保税倉庫の状況について報告
した。これを受けて、関連大臣らはツァガンハドでの通関審査の活発化と輸出向け
石炭輸送の正常化に関する提言をまとめることになった。
　最近ガシュンスハイト国境ポイントに出張したソミヤバザル大臣とバトエルデネ
道路・運輸開発大臣の報告によると、今年7月10日までは日量で1200〜1500台の石
炭積載トラックが同国境ポイントを通過していたが、7月11日以降から今日までの
トラックの通過台数は日量500〜600台となっている。両大臣の出張の際の、同国境
ポイントのダバスレン税関署長の話によると、中国側は1日のトラックの国境通過
台数の減少について、モンゴル側からの違法な肉及び武器の運搬の増加を受けて上
級機関が監督・検査の強化を決定したためだと説明している。このために現在、渋
滞の長さは約100キロとなっており、石炭積載トラックのドライバーたちは数カ月
間車中泊を強いられている。地元住民は、一部のドライバーが砂利道を走行し、放
牧地を破壊していると苦情を申し立てている。
　「ガシュンスハイト自動車道を通るトラック輸送の規格は65トン。今後、この規
格をツァガンハド国境ポイントまで延長し、そこからガンツモド国境ポイントまで
は100〜110トンにすることが妥当とする案が提出された。石炭輸送がこのルートで
継続して行われれば、国境を通過できるトラックが500台のままだとしても、石炭
の輸出量は40〜50％拡大するだろう」と鉱業・重工業大臣は述べた。
（Mongolnow 11月16日）

　◇　中央下水処理場は来年着工　◇

　11月15日の閣議で新しい中央下水処理場の建設が審議され、決定が下された。フ
レルスフ首相の指示で、バデルハン建設・都市計画大臣の主導する中央下水処理場
新規施設建設を調査する作業部会が1カ月前に設置された。閣議では、作業部会が
まとめた提案書を検討し、来年第2四半期に中国の特別融資で中央下水処理場の新
規施設建設に着工することが決まった。関連省庁とウランバートル市長は、現在の
中央下水処理場の建物と設備の状態、環境に有害な物質の除去程度、今後の問題解
決方法の専門的調査結果を入手するよう指示を受けた。
　中央下水処理場の新規施設建設によって、ウランバートル市民100万人余りの好
適な住環境を整備し、環境汚染を軽減することが可能になる。現在、225社が様々
な毒物や化学物質で汚れた水（許容基準を2.8〜4.1倍超過）を浄水施設に流してい
る。その結果、処理後の水の汚染物質は許容量を5.9〜12.5倍超過している。市の
飲料水の水源、トゥール川はかなり汚れている。（Mongolnow 11月16日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

　◇　北見タマネギ輸出　ロシアへ今年はSサイズ（北海道新聞11月11日）
　https://www.hokkaido-np.co.jp/article/144386

　◇　トルクメニスタンから交流団　天童、東京五輪へ盛り上げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（山形新聞11月12日）
　http://yamagata-np.jp/news/201711/12/kj_2017111200250.php

　◇　バイカルアザラシ繁殖に力　谷本知事、イルクーツク州知事と懇談
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（北陸中日新聞11月12日）
　http://www.chunichi.co.jp/article/ishikawa/20171112/CK2017111202000036.html

　◇　エネルギー安保・協力に向け議論　「日露対話」10回目
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新潟日報11月14日）

　◇　関山駅“連結”姉妹提携　えきごトキめき鉄道と台湾公営鉄道
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新潟日報11月14日）

　◇　アンガルスクと友好都市調印式　小松市、日ロ交流誓う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（北陸中日新聞11月14日）

　◇　姉妹都市15周年　金沢市と全州市が合意書（北陸中日新聞11月14日）

　◇　小松−香港チャーター来春増便へ　福井、石川県議が要望
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（福井新聞11月16日）
　http://www.fukuishimbun.co.jp/articles/-/261323

　◇　18年の境港クルーズ船寄港　20回減の40回程度（山陰中央新報11月16日）

　◇　外国人旅行者に無料通信カード　青森空港で20日から提供
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（東奥日報11月17日）
　http://www.toonippo.co.jp/news_too/nto2017/20171116030698.asp

　◇　第四銀、訪日客向け販促支援　消費調査、試供品の提供
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（新潟日報11月18日）

　◇　7〜9月、リンゴ中国向け輸出ゼロ　放射性物質の検査証明が厳格化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（東奥日報11月19日）

　◇　札幌市と台北市　経済交流へ覚書（北海道新聞11月21日）

　◇　県産和牛、香港魅了　JA全農山形がフェア（山形新聞11月22日）
　http://yamagata-np.jp/news/201711/22/kj_2017112200450.php

　◇　コメ輸出農水省新事業　本県32生産者参加（新潟日報11月22日）

　◇　鳥取−韓国連続チャーター便　集客苦戦、23往復中6往復が欠航
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（山陰中央新報11月23日）
　http://www.sanin-chuo.co.jp/www/contents/1511399288352/

　◇　境港の日韓ロ定期貨客船　年間乗降客、初の3万人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（山陰中央新報11月25日）

　◇　タタルスタン、県と友好へ　日ロ両国も後押し（北陸中日新聞11月26日）
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　◇　 中島朋義
　　　『五輪マスコット人気』（新潟日報 11月20日）

　　エリナ・レターは⇒　https://www.erina.or.jp/columns-letter/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.324(20171201)
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　◇◇　職員を募集しています（応募期間　2017年11月13日〜12月28日）。

　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/about/saiyou/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.324(20171201)

　◇◇　招聘外国人研究員を募集しています。

　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/about/overseas/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.324(20171201)

　◇◇　新潟商工会議所主催「ロシア大消費市場開拓セミナー」【ERINA後援】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が開催されます。

　　○日時　2017年12月6日（水）15：00〜17：10
　　○会場　万代シルバーホテル（新潟市中央区）
　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/about/news/131043/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.324(20171201)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書6』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書6
　　『現代朝鮮経済　─挫折と再生への歩み』【三村光弘編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.324(20171201)

　◇◇　新潟県内高校・中学を対象に
　　　　　　　「ERINA出前授業」の申し込みを受付中です。　

　　○対象　新潟県内の中学・高校の総合学習の時間など（1時限単位） 
　　○実施期間　平成29年5月〜12月
　　○申込　受付中

　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/about/demae/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.324(20171201)

　◇◇　英文学術誌『The Northeast Asian Economic Review』編集委員会
　　　　では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.324(20171201)

　◇◇　『ERINA REPORT (PLUS)』編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　https://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.324(20171201)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　https://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.324(20171201)
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